
1.令和３年４月１日から令和４年２月２８日までに婚姻し入籍した
世帯であること。
2.ご夫婦の所得を合わせて400万円未満（注）であること。
※奨学金を返還している世帯は、奨学金の年間返済額をご夫婦の所得から控除

3.ご夫婦ともに婚姻日における年齢が39歳以下であること。
4.町税等に滞納が無い世帯であること。
5.他の公的制度による家賃補助等を受けていないこと。
6.過去にこの制度に基づく補助等を受けていないこと。
7.新居となる住居が町内にあること。

補助を受けるにあたり、所定のセミナー等にご参加していただくことが必要です。

⇒以上７つ全てに「当てはまる」方は、補助の対象となります。

令和３年度
甲良町結婚新生活支援事業

【お問合せ先および申請先】
名称：甲良町役場 建設水道課
住所：滋賀県犬上郡甲良町大字在士３５３番地１
電話番号：0749-38-5068

１．補助対象

２．対象となる費用

◇新居の住居費
㋐新居の購入費

㋑新居の家賃、敷金・礼金、共益費、仲介手数料

※対象となる住居が町内にあること

３．申請方法

㋐～㋑を合わせて
1世帯あたり

最大６０万円です。

必要な手続や書類について、下記お問合せ先にご確認の上、
直接申請してください。



甲賀市
結婚新生活支援事業

対象となる費用

申請期間
令和３年６月１日～令和４年３月１５日 ※予算がなくなり次第、受付を終了いたします。

対象となる世帯

甲賀市では、経済的などの理由により結婚に不安を抱える方に
対して、新婚世帯の住居費および引っ越し費用を支援します。

新婚世帯の新生活を応援！

①夫婦ともに39歳以下で、令和３年４月１日～令和４年２月２８日までに甲賀市に婚姻届けを提出・受

理された世帯

②令和２年中の夫婦の合計所得が400万円未満※の世帯

※奨学金を返済している世帯は、奨学金の年間返済額をご夫婦の所得から控除

※所得400万円の目安：年収約540～590万円程度

③令和3年4月1日～令和4年2月28日までに甲賀市内で新たに住居を購入または賃貸した世帯等

①新居の住宅費

㋐新居の購入費 ㋑新居の家賃、敷金・礼金、共益費、仲介手数料

②新居への引越し費用

㋒引っ越し業者や運搬業者に支払った引越し費用

㋐～㋒合わせて
1世帯あたり
最大30万円

問い合わせ先
甲賀市政策推進課 申請は直接窓口にお越しください
TEL：0748-69-2105 FAX：0748-63-4554

申請方法
申請に必要な書類等の詳細については市ホームページをご覧いただくか、下記にお問い合わせください。

甲賀市 結婚新生活支援検索



私たちは
結婚新生活を応援します

令和３年度　草津市結婚新生活支援補助金

先着

 30件程度 30件程度

対象となる 経費

対象となる 世帯

申請の流れ

2021.５.17月

～

2022.３.10木

2021.５.17月

～

2022.３.10木

令和３年１月１日以降で、婚姻を機に要した経費のうち、以下に該当するもの

新居の購入または賃借に要した費用
のうち、購入費、賃料、敷金、礼金、
共益費および仲介手数料

草津市内への引越しに要した費用の
うち、引越し業者または運送業者へ
支払った費用

次の ❶ ～ ❻ 全てに該当する世帯
❶申請時点で、夫婦の双方または一方の住民票の住所が草津市内であり、かつ申請する
住宅の住所と一致している

❷令和３年１月１日から令和４年３月10日までの間に婚姻届を提出し、受理されている
❸婚姻日時点で、夫婦ともに39歳以下
❹所得証明書をもとに、令和２年分の夫婦の合計所得金額（令和３年５月31日までに婚姻届
が受理された場合は令和元年分の合計所得金額）を合算した金額が400万円未満

❺この補助金の交付を受けたことがない
❻夫婦いずれの者も、草津市税および国民健康保険税の滞納がない

※申請書類の提出はさわやか保健
センター２階子ども・若者政策
課へ直接持参（郵送申請、窓口時
間外の受付はできません。）

※申請に必要な書類は、窓口で配
布するほか、草津市のホームペー
ジからもダウンロードできます

問い合わせ先 草津市役所　子ども未来部 子ども・若者政策課（さわやか保健センター２階）
 　077-562-7882  　077-561-6780 　 kowaka@city.kusatsu.lg.jp

【申請者】
申請書類の提出

▼
【草津市】

申請書類の審査・交付決定
▼

【申請者】
交付請求書の提出

▼
【草津市】

申請者名義の口座へ振込

※補助を受けるにあたり、所定のセミナー等にご参加していただくことが必要です。

住居費 引越費用

※賃料については、勤務先から住宅手当が支給されている場合等は、住宅手当分に相当する費用を除く

予算が
なくなり次第
終了します

申 請 期 間 補 助 金 額
住居費と引越費用を合算した金額
ただし、世帯あたり上限

29歳以下：60万円　30～39歳：30万円
※千円未満の端数があるときは、切り捨て
※年齢区分は、夫婦のいずれかの高い方による



新婚生活を応援します！
～東近江市住まいる事業補助金（市民結婚新生活支援事業）～

概 要

対象となる世帯

次の①～④の要件を全て満たす世帯です。

①交付申請時に夫婦のいずれかが市内に住民登録を有すること

②令和3年1月1日以降に婚姻届が受理され、婚姻日の年齢が

いずれも39歳以下であること

③世帯所得が400万円未満であること （年収に換算すると、約540万円程度）

※奨学金を返還している世帯は、奨学金の年間返済額をご夫婦の所得から控除

※交付申請時に離職している場合は、所得無しとして計算

④交付申請時において、市町村税を完納していること
※補助を受けるにあたり、所定のセミナー等に参加していただくことが必要です。

補助対象経費 住宅取得費用（新築住宅、建売住宅、中古住宅）

補助率及び
上限金額

補助対象経費の１０分の１０
29歳以下：上限60万円 30～39歳：上限30万円
（※年齢区分は、夫婦のいずれか高い方による）

申請期間 令和３年７月１日から令和４年２月２８日まで

住宅取得の
補助があるんだって！

ご結婚された方々への住宅取得をサポート！

補 助 条 件
1 市内の住宅販売者又は施工業者※と契約した場合が対象となります。
※本補助制度の市内の住宅販売者または施工業者とは・・・
（1）市内に本社、事業所を有する法人または市内に住民票を置いている個人事業者
（2）上記（1）の事業者に事業の一部を下請負させる事業者
2 既に所有権保存登記が完了された建物は対象となりません。ただし、補助金制度周知期間のため、令和3年4月1日以降に
所有権保存登記が完了し、8月31日までに交付申請書を提出されたものは、対象となります。
3 令和4年3月31日までに工事が完了し、実績報告書が提出できないものは対象となりません。
4 補助金は、予算の範囲内で交付いたします。



制度の目的

少子化対策の取組の一つとして、新規に婚姻された世帯を対象に新生活を支援すること

により、婚姻を伴う経済的負担を軽減することを目的としています。

補助金交付の流れ

交付申請書
提出

補助金
交付決定
（通知書発行）

工事完了 住宅取得
（所有権保存登記）

2週間程度

実績報告書
提出

（令和4年3月31日まで）

補助金額
確定

（通知書発行）

補助金
交付請求

補助金
交付
（現金）

（令和4年2月28日まで）

【注意事項】

①交付申請書は、住宅取得（所有権保存登記完了）までに住宅課に提出してください。住宅取得後の交
付申請書は受付できません。また、交付申請書の受付は令和4年2月28日（月）までとなります。
②交付申請書、実績報告書等に添付する必要書類については、住宅課までお問い合わせください。
③実績報告書は、所有権保存登記が受付されてから起算して2箇月以内の日または令和4年3月31
日のいずれか早い日までに提出してください。

④補助金は、予算の範囲内で交付いたします。

Q&A

お申込み・お問合せ

東近江市都市整備部 住宅課 午前8時30分から午後5時15分まで ※土・日・祝日を除く

〒527-8527 滋賀県東近江市八日市緑町10番５号
TEL：0748－24－5652（直通） 0748－24－1234（代表）
IP ：050－5801ー5652
FAX：0748－24－5578
メール：jyutaku@city.higashiomi.lg.jp

Q1 申請者は、補助対象住宅に住む者であれば誰でも可能ですか。
A1 申請者は、補助対象となる住宅の所有権を2分の1以上有する方に限ります。
Q2 工事は完了していますが、令和4年3月31日までに補助金申請に必要な書類を提出する事が

できなくなりました。補助金は交付されますか。
A2 期限までに必要書類が提出できない場合は、補助金は交付できません。
Q3 世帯所得についてはどのように確認するのですか。
A3 令和3年度の課税（所得）証明書（令和2年1月1日から12月31日の所得内容の証明）にて確認

させていただきます。
Q4 結婚を機に退職し、現在無職であっても、課税（所得）証明書の所得を世帯所得として計算さ

れるのですか。
A4 退職されている場合は、離職票や退職証明書等により、無職であることが確認できれば、所

得無しとして計算させていただきます。また、貸与型奨学金の返済を行っている場合は、そ
の年間返済額を所得から控除して計算いたします。

Q5 夫婦の婚姻日の確認資料はどのようなものがありますか。
A5 戸籍抄本（本籍地にて発行）や受理証明書（婚姻届を提出した市区町村にて発行）等で確認

することができます。



 

 

彦根市結婚新生活支援補助金 

彦根市では移住・定住人口の増加を図るため、結婚に伴い彦根市に移住される方に対し、

引越費用や住居費などを補助します。 

〇 補助金の概要 

1 補助対象世帯 

次の 1 から 10 までの要件をすべて満たしている必要があります。 

 

1. 令和 3 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日の間において婚姻の届出が受理されていること 

2. 夫婦の双方または一方が本市外(周辺市町を除く。)から補助対象住宅に居住することに伴い

移住する者で、その転入の日から起算して過去 1 年以内に本市および周辺市町の住民基本台

帳に記録されたことがないこと 

3. 交付申請の時点における夫婦の住民基本台帳に記録された住所が、新住宅の住所と同一であ

ること 

4. 婚姻日において、年齢が夫婦ともに 39 歳以下である世帯 

5. 夫婦の所得が 400 万円未満(貸与型奨学金の返済がある場合にあっては夫婦の所得からその

返済した額を控除した金額、婚姻を機に夫婦の双方または一方が離職し、申請時において無

職の場合にあっては離職した者について所得なしとして、夫婦の所得を算出した額が 400 万

円未満)である世帯 

6. 夫婦の双方または一方が日本国籍を有していないときは、出入国管理及び難民認定法(昭和

26 年政令第 319 号)その他の法令の規定に基づき、日本国の永住権を有していること 

7. 交付申請の時点において、夫婦のものいずれの者も、彦根市における市税を滞納していない

世帯 

8. 夫婦の双方が過去にこの要綱または旧彦根市結婚新生活支援補助金交付要綱(平成 30 年彦

根市告示第 138 号、令和元年彦根市告示第 55 号の 2)に基づく補助金の交付を受けたこと

がないこと。 

9. 夫婦の双方が彦根市暴力団排除条例(平成 23 年彦根市条例第 17 号)第 2 条第 2 号に規定す

る暴力団員および同条例第 6 条に規定する暴力団員と密接な関係を有する者ではない世帯 

10． 夫婦の双方が彦根市に 4 年を超えて居住する意思があること。 

 



2 補助対象経費 

・引越費用 

・住居費（物件の購入や物件の賃貸借にかかる費用） 

 

3 補助限度額 

60 万円（夫婦の双方とも婚姻日における年齢が 29 歳以下の世帯） 

30 万円（夫婦の双方または一方が婚姻日における年齢が 30 歳以上 39 歳以下の世帯） 

 

〇 補助金の申請方法 

 

彦根市結婚新生活支援補助金交付申請書に次の 1 から 12 までの書類を添えて、彦根市

企画課の窓口に提出してください。 

1. 新婚世帯の記載のある住民票の写し  

2. 婚姻届受理証明書または婚姻後の戸籍抄本 

3. 上記の補助対象世帯の 2 号の要件が証明できる住民票の写し 

4. 新婚世帯の直近の所得証明書の写し  

5. 物件の売買契約書および領収書その他の支払いが確認できる書類(以下「領収書等」という。)の

写し(住居費(物件の購入に係る費用に限る。)の補助金の交付を申請する場合に限る。)  

6. 物件の賃貸借契約書および領収書等の写し(住居費(物件の賃貸借に係る費用に限る。)の補助金の

交付を申請する場合に限る。)  

7. 住宅手当支給証明書(別記様式第 1 号の 2) (住居費(物件の賃貸借に係る費用に限る。)の補助金

の交付を申請する場合に限る。)  

8. 引越に係る領収書等の写し(引越費用の補助金を交付する場合に限る。)  

9. 貸与型奨学金を返済したことがわかるもの(貸与型奨学金を返済していた場合に限る。)  

10. 離職票の写しまたは退職証明書(退職した場合に限る。) 

11. 誓約書(様式第 1 号の 3) 

12. 同意書(様式第 1 号の 4) 

 

 

【お申込み・お問合わせ】 

滋賀県彦根市 企画振興部 企画課 

〒522-8501 彦根市元町 4 番 2 号 

TEL：0749-30-6101 

FAX：0749-22-1398 

E-Mail：kikaku@ma.city.hikone.shiga.jp 




